
自治体経営研修                       政策形成能力 

政策形成能力 
 

ねらい 

特別区が直面している課題に焦点をあて、深く掘り下げて考察し、課題解

決に向けた取組に必要な知識を修得する。また、民間企業の経営理念や革新

的経営手法を学び、各区の課題に引き寄せて考察することで政策形成能力の

向上を図る。 

メインターゲット 
特別区で勤務する管理監督者として、政策形成や課題への対応に取り組む

職員                        

申込条件 
管理職、係長級の職員。ただし、受講を希望する主任も可  

【需要数１５９名】 

日  数 ０．５日間（２時間） 

研修内容 

特別区が直面している課題に関する講義や民間企業のリーダーによる経

営理念、革新的経営手法に関する講義等 

 

 （令和３年度実績） 

  「特別区におけるゼロエミッション 

～脱炭素社会の実現を目指して～」 

   公益財団法人地球環境戦略研究機関サステナビリティ統合センター 

        プログラムディレクター／上席研究員 藤野 純一 氏 

 

  「≫コロナ禍における社会的孤立・孤独対策≪ 

           特別区におけるヤングケアラー支援」 

   立教大学コミュニティ福祉学部福祉学科助教 

        一般社団法人日本ケアラー連盟理事 田中 悠美子 氏 

 

 

（令和４年度実績） 

  「自治体のデジタル・トランスフォーメーション 

～組織・人事課題の考察～」 

   一般財団法人行政情報システム研究所主席研究員 狩野 英司 氏 

 

 「アフターコロナにおける地域活性化 

             ～観光産業の視点から～」 

        帝京大学経済学部観光経営学科教授 山下 晋一 氏 

日  程 

研修ＩＤ 

通知期限 

 

 日程 研修ＩＤ 通知期限 

第１回 11 月 2350201 10 月 

第２回 １月 2350202 12 月 

 


